
別紙１

計算書類に対する注記（社会福祉法人　平成福祉会）

１．継続事業の前提に関する注記

　該当なし

２．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金　事業主掛金累計計上。

　　　　・賞与引当金　　－上期賞与予定額（4/6）計上。

３．重要な会計方針の変更

　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

（1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　　当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　（１）法人全体の計算書類（会計基準省令第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式）

　（２）事業区分別内訳表（会計基準省令第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式）

　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　（４）公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　　　当法人では、公益事業はしていない。

　（５）収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式）

　　　当法人では、収益事業を実施していない。

　（６）各拠点区分におけるサービス区分の内容

　　ア　本部（社会福祉事業）

　　　　「本部」

　　イ　障害者支援施設シャイン（社会福祉事業）

　　　　「生活介護」

　　　　「施設入所支援」

　　　　「短期入所事業」

　　ウ　老人保健施設ハイム・ゾンネ（社会福祉事業）

　　　　「老人保健施設ハイム・ゾンネ」

　　　　「短期入所療養介護」

　　　　「通所リハビリテーション」

　　　　「介護予防短期入所療養介護」

　　　　「介護予防通所リハビリテーション」

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 166,333,683 0 0 166,333,683

建物 294,577,319 66,328,823 22,545,892 338,360,250

合計 460,911,002 66,328,823 22,545,892 504,693,933

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当なし



８．担保に供している資産

　該当なし

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,127,472,023 789,111,773 338,360,250

建物 3,290,116 3,290,115 1

構築物 1,207,500 738,980 468,520

機械及び装置 42,146,285 18,670,994 23,475,291

車両運搬具 8,820,420 8,820,415 5

器具及び備品 117,878,187 76,815,242 41,062,945

ソフトウエア 10,813,696 5,109,521 5,704,175

合計 1,311,628,227 902,557,040 409,071,187

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

(単位：円)  

種類 法人等の 住所 資産総額 事業の 議決権の 関係内容 取引の 取引金額 科目 期末残高

名称 内容 所有割合 役員の 事業上の 内容

又は職業 兼務等 関係

借入金 大田 研治 姫路市田寺2-23-20 医師 1/8 有 理事長 土地購入代金 50,000,000 役員長期借入 3,800,000

取引条件及び取引条件の決定方針等

　駐車場の地代を巡り地権者と係争中であったところ、平成26年11月に民事調停にて当該地権者の所有権持ち分

を当会が買い取ることで和解成立。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　但し、当会は資金不足であったため、買取代金を金融機関から借入しようとしたが、財務面の弱さから調達

することが叶わず。そこで理事長個人が、当会宛てに金利や担保などの借入条件を同一として転貸することを前

提とした上で、金融機関から借り入れ、返済を当会が行っているもの。

１３．重要な偶発債務

　該当なし

１４．重要な後発事象

　該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

（1）本部（社会福祉事業）

　　  ア　貸借対照表の組替え

　　　　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における流動資産から流動負債を控除した金額

　　　　　（＝前期末支払資金残高）

　　　イ　棚卸資産に評価方法は、最終仕入原価法。

　　　ウ　消費税非課税事業者は税込経理。

　（2）障害者支援施設シャイン（社会福祉事業）

　　　ア　貸借対照表の組替え

　　　　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における流動資産から流動負債を控除した金額

　　　　（＝前期末支払資金残高）

　　　イ　棚卸資産に評価方法は、最終仕入原価法。

　　　ウ　消費税非課税事業者は税込経理。

　（3）老人保健施設ハイム・ゾンネ（社会福祉事業）

　　　ア　資本金の振替

　　　　　老健準則にいう資本金を基本金1号に計上。

　　　イ　資本剰余金の振替

　　　　　老健準則にいう指定寄付金は基本金2号に計上。



　　　ウ　利益剰余金の振替

　　　　　老健準則にいう利益剰余金に該当末処分利益は前期繰越活動増減差額へ勘定科目の組み替えを行わなければならない。

　　　エ　資金収支計算書における支払資金の残高の設定

　　　　　老健準則では資金収支計算書が財務諸表の範囲に含まれていなかったため、介護老人保健施設については、会計基準移

　　　　　行年度の期首における支払資金残高を資金収支計算書の「前期末支払資金残高」として計上しなければならない。

　　　　　会計基準移行年度期首現在における拠点区分ごとの期首貸借対照表における流動資産から流動負債を控除した金額

　　　　（＝前期末支払資金残高）。

　　　オ　固定資産（有形リース資産）

　　　　　リース総額が300万円以下のため事業費支出賃借料として処理。

　　　　　三井トラスト・パナソニックファイナンス㈱

　　　　　　非常用放送設備10局　　　　　　総額1,265,000円　月額17,820円　84カ月

　　　　　　非常用放送設備スピーカー50台　総額　512,490円　月額7,150円　 84カ月

　　  カ　棚卸資産に評価方法は、最終仕入原価法。

　　　キ　消費税非課税事業者は税込経理。



別紙２

計算書類に対する注記（本部）

１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－該当なし

　　　　・賞与引当金　　－該当なし

２．重要な会計方針の変更

　該当なし

３．採用する退職給付制度

（1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１）本部拠点財務諸表（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　　ア　本部

　（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 26,616,307 0 0 26,616,307

建物 57,157 0 22,125 35,032

合計 26,673,464 0 22,125 26,651,339

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当なし

７．担保に供している資産

　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 177,000 141,968 35,032

建物 3,290,116 3,290,115 1

構築物 1,207,500 738,980 468,520

器具及び備品 1,831,728 65,777 1,765,951

ソフトウエア 2,237,800 557,732 1,680,068

合計 8,744,144 4,794,572 3,949,572

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし



１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１１．重要な後発事象

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　該当なし



別紙２

計算書類に対する注記（障害者支援施設シャイン）

１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金共済　事業主掛金累計額計上。

　　　　・賞与引当金　　－上期賞与予定額（4/6）計上。

２．重要な会計方針の変更

該当なし

３．採用する退職給付制度

（1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１）障害者支援施設シャイン計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　　ア　生活介護

　　イ　施設入所支援

　　ウ　短期入所事業

　　エ　障害者支援施設シャイン

　（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 74,717,576 0 0 74,717,576

建物 157,340,044 61,928,823 10,607,059 208,661,808

合計 232,057,620 61,928,823 10,607,059 283,379,384

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当なし

７．担保に供している資産

　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 624,163,823 415,502,015 208,661,808

機械及び装置 42,146,285 18,670,994 23,475,291

車両運搬具 7,055,050 7,055,047 3

器具及び備品 60,797,844 40,313,045 20,484,799

ソフトウエア 2,151,336 1,260,670 890,666

合計 736,314,338 482,801,771 253,512,567

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高



（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１１．重要な後発事象

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　該当なし



別紙２

計算書類に対する注記（老人保健施設　ハイム・ゾンネ）

１．重要な会計方針

　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）

　　　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　・建物並びに器具及び備品－定額法

　　　　・リース資産

　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

　（３）引当金の計上基準

　　　　・退職給付引当金－兵庫県民間社会福祉事業職員退職年金共済　事業主掛金累計額計上。

　　　　・賞与引当金　　－上期賞与予定額（1/6）計上。

２．重要な会計方針の変更

　該当なし

３．採用する退職給付制度

（1）兵庫県民間社会福祉事業職員　退職年金共済

（2）日本生命保険相互会社　新企業年金保険

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

　　当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

　（１）老人保健施設ハイム・ゾンネ計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　（２）拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　　ア　老人保健施設ハイムゾンネ

　　イ　短期入所療養介護

　　ウ　通所リハビリテーション

　　エ　介護予防短期入所療養介護

　　オ　介護予防通所リハビリテーション

　　カ　老人保健施設ハイム・ゾンネ

　（３）拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

土地 64,999,800 0 0 64,999,800

建物 137,180,118 4,400,000 11,916,708 129,663,410

合計 202,179,918 4,400,000 11,916,708 194,663,210

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当なし

７．担保に供している資産

　該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 373,467,790 129,663,410 243,804,380

車両運搬具 1,765,370 1,765,368 2

器具及び備品 55,248,615 36,436,420 18,812,195

ソフトウエア 6,424,560 3,291,119 3,133,441

合計 436,906,335 171,156,317 265,750,018



９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

　該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

１１．重要な後発事象

　該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

　該当なし
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